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はじめに
財務諸表監査は制度の枠組みの中で行われるものであると同時に，これを
実施する監査人は自己の利益の獲得も目的としている。財務諸表監査の実施
にあたり，監査人は，経営者が提示する財務諸表における重要な虚偽表示の
有無およびその程度・範囲のわからない段階で，監査報酬の見積り額を経営
者に提示する。経営者は，監査人からの見積り額の提示を受けて監査報酬額
を提示する。
監査業務の受嘱がひとたび決まれば，監査人は経営者から提示された金額
で制限時間内に監査を完結し，なおかつ自己の利益を確保しなければならな
い。監査人は経営者からの監査報酬の提示額に対して，それを受け入れるべ
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きか，また受け入れたとしてどの程度の監査手続を実施すべきかについて，
どのように意思決定を行うべきか。本稿では，監査報酬額の提示と受け入れ
(交渉) に関する監査人の意思決定について，いくつかの前提にもとづいて
条件設定を行い, 具体的な数値を当てはめて検討する。
財務諸表監査において, 監査人はリスク・アプローチの考え方に基づいて
監査を行う。監査人は重要な虚偽表示のリスクを識別・評価し，評価した重
要な虚偽表示リスクに対応して，目標とした監査リスク水準を達成するため
の監査手続を計画し実施する。評価した重要な虚偽表示のリスクが高い場合
には，発見リスクをより低くするために，監査人にはより精度の高いリスク
対応手続が要求される。より精度の高い監査手続がより多くの監査コストを
要求するということを前提とすれば，そのことはリスク評価の結果が監査人
の利得を減少させる可能性があることを意味する。
本稿はリスク評価の値の高低そのものではなく，監査手続の精度と監査コ
ストの関係に注目して，経営者に提示する監査報酬額に関する監査人の意思
決定はどのようなものでありうるかを検討する。以下では，まず監査手続
（リスク評価手続およびリスク対応手続）のコストと精度の関係を前提条件
として設定し，監査人および経営者の期待利得を定義したのち，これらに具
体的に数値を当てはめて計算し，その結果にもとづいて監査報酬額の交渉に
関して監査人が行う意思決定のあり方を考える。
財務諸表監査にあたり，監査人の報酬額は，監査人からの見積り額（それ
は多くの場合見積り監査時間に基づくと考えられる）の提示に基づいて，被
監査会社の取締役が決定し監査役が同意をすることで確定する。監査報酬額
は実質的に経営者が監査人を変更する主要な理由となっている。
(１)
また，監査
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(１) 公認会計士・監査審査会は平成30年版モニタリングレポートにおいて，モニ
タリング活動を通じて把握した会計監査人の異動理由について,「大手監査法人に
対する検査及び報告徴収で把握した会計監査人の異動理由（前任監査人として回答
報酬額の見積りは，ボトムアップ見積りにより行われている。
(２)
監査人は，監
査報酬額が決定した後，監査に着手する｡ 監査報酬額の決定後に発生した予
想外の追加コスト分の報酬額を被監査会社の経営者に対して追加的に請求す
ることが困難であるとすれば，監査人が監査に着手する前に報酬額が確定す
ることによって監査人の利得の上限は決定されてしまい，その後の当初予測
を超える虚偽表示の発見と手続の追加により，監査人の利得は減少する。そ
のため，監査人にとっては，契約を締結し監査に着手した後になって初めて,
受け入れるべき契約ではなかったことが判明する状況がありうる。監査人は
その時点（監査人にとって利得がマイナスであることが判明した時点）で辞
任すればよいが，任期途中での監査人の辞任は, 経営者にとってネガティブ
メッセージを市場に対して発することになってしまう。したがって経営者も
いったん監査を委嘱すれば，譲歩することにより監査人を引き留めてこのよ
うな状況に対応する理由が存在する。
このような状況において監査人はどのように監査報酬額の交渉を進めるこ
とが好ましいだろうか。本稿では，様々な仮定をおいて条件を変化させて監
査人・経営者双方の利得の変化を見ることを通じて，監査人の監査報酬額の
交渉に関する意思決定についてどのようなことがいえるか検討する。
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した理由）をみると, 前年同様 『監査報酬』 が一番多い」(公認会計士・監査審査
会 (2018）71頁｡）としている。
(２) 「会計監査は原則として毎年反復的に業務が実施され，その範囲，手続成果物
などがおおむね決まっているため，経験又は過去の実績を重視した「ボトムアップ
見積り」が適しているといえる｡ ｢ボトムアップ見積り」とは,「まず，年間業務と
して必要な作業をすべて洗い出す。その際，予め想定している監査リスクの評価結
果を前提として，往査事業所数，テスト対象およびプロセス等の作業範囲を決定す
る。次に，監査契約締結等の管理業務，監査計画の策定，リスク分析と評価，実証
手続，表示の検討，監査意見の形成，監査報告，相談事項その他といった作業の単
位を手続のレベルまでに分割したのち，手続ごとに監査チーム内の役割別の時間を
見積もる｡｣
(日本公認会計士協会「監査・保証実務委員会報告第18号」Ⅱ 監査時間を見積
もるための手法 2．ボトムアップ見積りの手順）
交互提案による交渉ゲームの文脈では，パイの取り合いに代表される利益
の分配問題として問題が設定されることが多いが，監査における監査人と経
営者の関係はそのように単純ではない。相手の利得の増加がそのまますべて
自己の利益の減少となるわけではなく，両者の利益は一致する部分もある。
実質的にまた，経営者は監査人の報酬額の決定権を有し, かつ虚偽表示を行
うかどうかを監査人の状況を見て変化させる可能性がある。
1．監査コストおよび監査手続の精度に関する前提
具体的な条件設定を行うに先立って，本稿では以下の1.1～1.4の４点を
前提とする。
1. 1 タイプの未確定な相手との交渉
本稿において, 監査人が監査報酬額を提示する時点において, 経営者は財
務諸表において虚偽表示を行うかどうかを決定していないものとする。すな
わち, 監査人はタイプの未確定な相手に対する意思決定を要求されている。
タイプ未確定の経営者が虚偽表示を行わないように（虚偽表示をしないタイ
プになるように）誘導することが，規範的な監査人の役割であるとする。経
営者は自らのタイプを決定せず，監査人の状況（虚偽表示発見能力）を観察
して，タイプを変化させる可能性がある。なお，交渉における意思決定にあ
たって，監査人は利得そのものではなく, 自身および経営者の期待利得（後
述）を参照して意思決定を行うものとする。
1. 2 監査コストの上限
監査報酬額は, 監査人の見積り額の提示を受けて経営者が提示する。監査
手続の精度及び監査コストは，監査人自身が当初段階で決定（選択）する。
また, 適用されるリスク対応手続の精度はリスク評価の結果に応じて決定さ
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れる。しかし監査人が投入しうる監査コストには上限が存在する。複数回の
継続的な監査の受嘱を想定しなければ，その上限は監査人が 1回の監査の実
施に対して受け取る監査報酬によって規定される。
1. 3 虚偽表示を行う経営者の利得と虚偽表示を行わない経営者の利得の関係
財務諸表の重要な虚偽表示を行う経営者は，監査人が監査を実施して重要
な虚偽表示を看過することによって利得を得る。これに対して, 財務諸表の
重要な虚偽表示を行わない経営者は, 監査人によって付与される財務諸表が
適正である旨の保証によって利得を得るものとする｡ また, 虚偽表示を看過
されることによって虚偽表示を行う経営者が得る利得は，虚偽表示を行わな
い経営者が適切に実施された監査から得る利得よりも大きいものとする。
1. 4 リスク評価コストとリスクの識別と評価の正確性
監査人がリスク評価コストを多く投入すれば，それだけリスク評価の正確
性は増し，リスク評価に投入するコストが不十分であれば，リスク評価の正
確性は低下する。リスク対応コストを多く投入すれば，それだけ虚偽表示の
発見の精度が増す。リスク対応手続の精度は監査人が計画し, その達成を確
認できるものとする。
すなわち本稿では，監査人がリスク評価手続を適用して重要な虚偽表示リ
スクを評価する際のリスク評価の正確性，および，リスク対応手続を適用し
て重要な虚偽表示を摘発する確率は，監査人の投入するリスク評価コストお
よびリスク対応手続コストに比例することを前提とする。つまり監査人がよ
り多くの監査コストを監査手続に投入すれば，監査人はそれだけ正確に重要
な虚偽表示リスクを評価し，また，重要な虚偽表示を発見することが可能に
なる。その結果として監査手続全体の精度は, より多くのコストを投入すれ
ばそれだけ高まることになる。
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2．本稿の設定条件
本稿では監査人は経営者に関して事前情報を持たないものとする。すなわ
ち，監査人は経営者の内部統制の有効性や経営者の姿勢などについても情報
を持たないとする。そのような状況において, 監査人にはどのような監査報
酬額の提示戦略がありうるかを考える。
監査人が投入する監査コストについて，リスク評価およびリスク対応に
(５と５, ４と４など) 同額のコストを投入することを監査人が方針として
いるものとする。また，監査手続のコストと精度について，次の ｢図表｣ １
のような関係があるという条件を設定する。監査手続のコストは監査手続の
精度を決定する。ただし, リスク評価のコストとリスク評価結果は無関係で
あることには注意が必要である。すなわち高いコストをかけるから評価結果
が高リスクになるという直接の因果関係はない。これに対して，リスク対応
手続は掛けるコストが高いほどその精度は高くなる。すなわちコストと精度
は比例する。
つまり監査人の選ぶ監査手続のコストは10か 8 か 6 の 3 通りであり，それぞ
れの監査手続の精度（リスク評価手続の評価の正確性およびリスク対応手続
の虚偽表示発見確率を掛け合わせたもの）は，90％，80％，70％であるとす
期待利得を用いた監査報酬額の交渉（伊藤公一)
6
監査手続コスト ⇒ 監査手続の精度
監査手続コスト 10 … 監査手続の精度 90％
監査手続コスト 8 … 監査手続の精度 80％
監査手続コスト 6 … 監査手続の精度 70％
図表１ 監査手続コストと監査手続の精度の関係
る。
これらの監査手続の精度水準は，いずれも監査人の所属する事務所の審査
を通過する水準であるものとする。なお既述の通り，監査人はリスク・アプ
ローチに基づいて監査を計画・実施するものとし，リスク評価とリスク対応
には通常の「目標監査リスク＝重要な虚偽表示リスク（リスク評価の値)×
発見リスク（リスク対応の水準)」の関係があるものとする。ただし以下の
議論は，リスク評価手続およびリスク対応手続のそれぞれの手続の精度を議
論の中心に据え，リスク評価の結果としての重要な虚偽表示リスクの値その
ものとは切り離して考える。
「不正リスク対応基準 二４ (2)」は,「本基準における職業的懐疑心の考
え方は, これまでの監査基準で採られている, 監査を行うに際し, 経営者が
誠実であるとも不誠実であるとも想定しないという中立的な観点を変更する
ものではないことに留意が必要である」としており，監査人は職業的監疑心
の発揮にあたり，前もって重要な虚偽表示が存在するか否かについて，予見
を持たずに検証することが要求されていると解される。しかし実際に監査人
は投入コストの決定を行うにあたり, 不十分な情報に基づいてその高低を決
定しなければならない。その判断の誤りは, 監査の失敗という重大な結果ま
たは非効率による収益の減少という好ましくない結果をもたらす。
職業倫理上の意思決定と営利活動上の意思決定
監査手続の精度と監査コストの関係
財務諸表に重要な虚偽表示が行われている場合には，｢図表 1 ｣ の 3 通り
のうち，最も多くの監査コスト10を投入して90％の精度の手続を行うことが
監査人にとって最も正しい判断である。しかし, これは同時に最も高コスト
の選択であるため，重要な虚偽表示が財務諸表にない場合には，非効率な選
択となる。重要な虚偽表示が行われているにもかかわらず, 3 または 4のリ
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スク評価コスト（したがって, 本稿ではリスク評価とリスク対応に同額のコ
ストを投入することを仮定するため, 監査手続コストはリスク対応コストと
合計してそれぞれ 6または 8となる）を投入することは，コストの節約には
なるが，リスク評価の精度の低下および重要な虚偽表示の発見確率の低下を
招く。
このように監査人は重要な虚偽表示の存否に関して事前の情報を持たない
ため，当初の監査コストの投入額の決定において困難に直面している。
監査人はリスク評価の結果を受けてリスク対応を行う。既述の「不正リス
ク対応基準」にもある通り，監査人は重要な虚偽の表示がないという予想を
もってリスク対応を行うことはできない。
監査人のリスク評価は「監査の実施中に入手した他の証拠により変更され
ることがあ」(監基報315号30項）り,「監査人はリスク対応手続において監
査証拠を入手した場合や新しい情報を入手した場合において，当初の評価の
基礎となった監査証拠と矛盾するときには，リスク評価を修正し，これに応
じて立案したリスク対応手続も修正しなければならない」(同上）ため，リ
スク対応手続の結果としてリスク評価が修正されることは頻繁に起こりうる
と考えられる。このような場合には当初決定した投入監査コストに追加のコ
ストが発生するが，ここでは事後的に追加される手続のコストも含めて総額
で監査コストを考えるものとする。
3．監査人の期待利得
本稿では監査を受嘱して実施することによる監査人の期待利得は，監査報
酬から監査手続に要するコストを差し引いたものに，監査の完了によって監
査人が達成した保証水準を掛けたものと考える。
(３)
達成保証水準は０以上１以
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(３) 期待利得につき, グレーヴァ (2011), 49頁参照｡
下の値であり監査手続の精度に等しい｡ 本稿では90％, 80％, 70％の 3通り
となる｡ 監査報酬額はまず監査人が経営者に見積り額を提示し，交渉を経て
最終的に両者の合意により決定する｡ その値は１から100の間の値とする。
確定する監査報酬額は見積り額を下回る可能性がある。ただし監査人の期待
利得が 0以下の場合には, 監査人は監査を請け負わないものとする。
4．経営者の期待利得
本稿では経営者について，次のような前提を置く。
１．経営者が重要な虚偽表示を行う場合には，財務諸表監査を受けたが当該
重要な虚偽表示を看過されることによって, 経営者は10の利得を得る。ま
た重要な虚偽表示を発見された場合には利得は 0となる。重要な虚偽表示
を行わない経営者は，財務諸表監査を受けることによって 5の利得を得る。
これらの利得について経営者は知っている。
２．経営者の利得は，虚偽表示を行うか否かにかかわらず，監査報酬額の
1/10だけ減少する。このことについて経営者は知っている。
３．経営者は，監査人の手続のコストが10， 8 ， 6 の 3 種類のいずれかであ
ること，および，それぞれの手続の精度を知っている。
４．しかし，経営者は， 3種類のうち，どのコスト・精度の監査手続を監査
人が適用するかは知らない。
５．監査報酬額を監査人が提示する時点において，経営者は重要な虚偽表示
を行うか否かについて決定していない。
このような経営者について，監査人は，次のような経営者の期待利得を想定
する。
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監査人の期待利得＝(監査報酬額－監査手続コスト)×達成保証水準
4. 1 経営者が虚偽表示を行う場合の経営者の期待利得
監査人は，重要な虚偽表示を行う経営者が，重要な虚偽表示を看過される
ことによって利得を得ることを想定し，重要な虚偽表示を行う経営者の期待
利得を次のように計算するものとする。
虚偽表示を行う経営者は，虚偽表示を摘発されないことによって利得を得る
ため，その期待利得には残存監査リスクが掛けられている。
4. 2 経営者が虚偽表示を行わない場合の経営者の期待利得
虚偽表示を行わない経営者の期待利得は，５から0.1×監査報酬額を引い
た値に, 監査人が達成した保証水準を掛けて得られるものとする。
なお,「残存監査リスク＝１－達成保証水準」であるとする。上掲の通り，
虚偽表示を行う経営者と行わない経営者とでは期待利得の式が異なっている。
すなわち，意図的に虚偽表示を行う経営者の利得は監査人が重要な虚偽表示
を看過することから生じるが，虚偽表示を行わない経営者の期待利得は，監
査によって達成される保証によって得られるものとする。これらは監査人か
ら見た経営者の期待利得である。
5．設定した条件における期待利得の計算結果
「図表２」は，本稿の設定に基づいて計算した 3種類の監査手続の精度・
監査手続コストの条件において, 監査人が提示する監査報酬額を 1 から100
まで変化させたとき，監査人，虚偽表示を行う経営者，および虚偽表示を行
わない経営者の, それぞれの期待利得がどのような値をとるかを表したもの
期待利得を用いた監査報酬額の交渉（伊藤公一)
10
虚偽表示を行う経営者の期待利得＝(10－0.1×監査報酬額)×残存監査リスク
虚偽表示を行わない経営者の期待利得＝(5－0.1×監査報酬額)×達成保証水準
である。
経営者の期待利得
図表の灰色の部分は，同一の条件 (監査手続の精度, 監査報酬額, 監査手
続コスト) において虚偽表示を行う場合と行わない場合の経営者の期待利得
を比較して，それぞれ高い方を着色したものである。また, 両者の大小関係
を ＜,
＜
の記号で示している｡ 自らのタイプを決定していない経営者は期待
利得の大きい方の行動をとるものとする。
5. 1 監査人の期待利得
監査人が監査報酬額を提示する時点において，経営者が重要な虚偽表示を
行っているか監査人には不明な状態であり，かつ，財務諸表が虚偽表示を含
むか否かに関していかなる予断も持たず中立的に監査を実施することが要求
されているため，監査人の期待利得は経営者が財務諸表に重要な虚偽表示を
行うか否かの影響を受けない。それに対して，経営者側では虚偽表示を行う
か否かで期待利得は異なってくる。経営者は自己のタイプを決定していない。
このような結果にもとづいて，監査人はどのように監査報酬額と監査手続の
精度について意思決定すればよいだろうか。
（1）監査報酬額が12以下の場合
監査報酬額が12以下の場合は，経営者の期待利得は虚偽表示を行わない場
合の方がいずれも大きくなっているため, 経営者は虚偽表示を行わない。監
査人の期待利得は提示する報酬額が 6以下の場合 0以下となるため，監査人
は 6 以下の報酬額の提示は行わない。 7 のときは70％の場合のみ正の値
(0.7) となる。監査報酬が 9のとき監査人の期待利得は精度90％のときのみ
マイナスの値をとる。このようなことから, 監査人は精度のより低い監査手
続を行うことを基本方針として，12以下の報酬を提示するという選択肢が考
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2
続
き
)
えうる。この方針は経営者が虚偽表示を行わないことを前提とした低品質・
低報酬の方針である。
継続的に監査を受嘱している場合には，過去のクライアントの状況に関し
て監査人側に情報が蓄積する。財務報告に係る内部統制の状況について以前
の期に十分評価ができており，かつ，当期においてもその有効である旨の評
価ができている場合には，このような状況でも対応可能なケースが存在しう
る。
（2）監査報酬額が13以上21以下の場合
監査報酬額が13以上21以下の場合には，いずれも，より精度の低い（70％）
手続を適用した際に監査人の期待利得はより高くなっており，精度の高い90
％の手続を適用した際の期待利得が最も低い。これは監査人にとって，より
手抜きをした方が自己の期待利得は高くなるという状況である。例えば監査
報酬額が20の場合には，保証水準が90％のとき監査人の期待利得は 9，80％
のとき9.6，70％のとき9.8である。これは経営者が虚偽表示を行っているか
いないかがわからない状況において，監査人の役割から考えて好ましくない
状況である。
現に，経営者の期待利得を参照すれば，監査報酬額13以上のすべてのケー
スで，監査手続の精度が70％の場合には，虚偽表示を行う場合の方が，虚偽
表示を行わない場合よりも期待利得は大きくなっている。これは，監査手続
の精度が低いことによって経営者の虚偽表示を誘発する状況が生じているこ
とを意味する。この領域において，監査人は自己の期待利得の最大化のみを
目的として行動すれば，重要な虚偽表示を看過してしまうことになる。
（3）監査報酬額が22の場合
監査報酬が22の場合，監査人にとって監査手続の精度80％と70％は無差別
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（ともに11.2）である。しかし，経営者の期待利得を参照すると，80％では
虚偽表示なしの経営者の期待利得の方が大きいが，70％の場合には虚偽表示
ありの経営者の期待利得がより大きくなる。したがって, このような状況に
おいて監査人は80％の精度の手続を実施すべきである。または少なくとも70
％の精度の手続を適用してはならない。
（4）監査報酬額が23以上25以下の場合
監査報酬額が23以上25以下の場合には，監査手続の精度が80％のとき期待
利得が最大（13.6）となる。そのとき経営者の期待利得は虚偽表示なしの方
が大きい。よってこれはひとつの有効な解である。
（5）監査報酬額が26の場合
監査報酬額が26の場合には，精度が90％のときおよび80％のとき, ともに
監査人の期待利得は14.4となる。このとき監査人にとっては，いずれの精度
の手続をとるべきかについて無差別となる。また，経営者の期待利得を見て
も，精度90％と80％の両方の場合において虚偽表示なしの経営者の期待利得
が虚偽表示ありの経営者より大きくなっており（虚偽表示なし2.16 (90％)
＞虚偽表示あり0.74 (90％), 虚偽表示なし1.92 (80％)＞虚偽表示あり1.48
(80％)，経営者の期待利得を参照しても決めかねる。このような場合には，
コスト当たりの利得の多い方（すなわち80％）が有利であると決定するほか
ないかもしれない。
（6）監査報酬額が27以上33以下の場合
27以上の監査報酬額を得ている場合には，90％の精度の手続を適用した場
合に利得が最大となっている。すなわち監査報酬額が27以上の場合には，ど
の報酬額においても保証水準を90％とした場合が最も利得が高くなり，70％
甲南経営研究 第59巻第 2・3号 (2018.11)
15
とした場合の期待利得が低くなる。例えば監査報酬額が30の場合は，コスト
10（精度90％）のとき監査人の期待利得18，コスト 8（80％）のとき期待利
得17.6，コスト 6 （70％）のとき期待利得16.8であり，コスト10のときの利
得が最大となる。監査報酬額が27以上の領域は, より精度の高い監査手続を
選択したときに, より多くの期待利得が得られるため, 監査人にとって理想
的である｡
27以上33以下の領域における経営者の期待利得は, 90％および80％の場合
には, 虚偽表示なしの方が虚偽表示を行う場合よりも大きくなっている。し
たがって，この領域では監査人は80％と90％の両方の精度の手続を適用する
ことが可能であるが，自己の期待利得最大化のためには90％の手続を選択す
ることが合理的である。
（7）監査報酬額が34以上43以下の場合
監査報酬額が34以上43以下の場合には，監査人の期待利得は90％のときに
最大となる。経営者の期待利得は，90％のときのみ虚偽表示を行わない場合
の方が大きくなり，80％と70％では虚偽表示を行った場合の方が期待利得は
大きくなる。したがってこの領域では監査人は「必ず」90％の手続を適用し
なければならない。
5. 2 経営者の期待利得
（1）監査報酬額が27以上43以下の場合
監査報酬額27以上の領域における虚偽表示経営者と非虚偽表示経営者の期
待利得を比較すると，監査報酬額が27から43までのときは，監査人が精度90
％（コスト10）の手続を行うとき，経営者の期待利得は，虚偽表示を行わな
い場合の方が虚偽表示を行う場合よりも大きくなる。
これは，監査人にとって，監査報酬額がこの範囲内にある場合には，コス
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ト10の監査手続を適用することにより，虚偽表示を防ぐことができることを
示唆する。
（2）監査報酬額が44以上の領域
監査報酬額が44以上になると，どの精度の監査手続を適用する場合におい
ても，経営者の期待利得は虚偽表示を行う場合の方が，行わないときよりも
大きくなる。これは，自らのタイプを決定していない経営者にとって，虚偽
表示を行うことの期待利得の方がより大きいということ，すなわち，監査人
がどの精度の手続を適用する場合においても，経営者は虚偽表示を行うタイ
プとなることを意味する。したがって，監査人にとっては，自らの役割を
｢重要な虚偽表示を含む財務諸表を経営者に開示させないこと｣ と認識する
場合には，44以上の報酬額を提示するべきではないことを示唆する。
6．結果から得られる知見
以上のような方法を用いることにより，監査人は相手（経営者）が自己の
タイプ（虚偽表示を行うか否か）を決定する前に，自らが提示する監査報酬
額に関して意思決定を行うことができる。本稿で設定した条件における監査
人の戦略は次の２通りが考えられる。
1：高精度戦略
① 精度90％，コスト10の監査手続を適用すること方針とする。
② 監査人は経営者に提示すべき監査報酬見積り額を計算する。これが44
を超える場合には受嘱しない。
③ 監査人が提示する監査報酬見積り額が44を超えない場合は，当初の見
積り額そのものを経営者に提示する。
④ 経営者が監査報酬見積り額を受け入れない場合には，監査人は27を下
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限として，経営者が提示する金額までの監査報酬額の引き下げに応じる。
⑤ 経営者からの監査報酬額の提示が27を下回る場合には，自らの手続の
精度の低下を招くため，この監査を受嘱しない。または，監査手続の精
度について妥協することを決定し，⑥に進む。
⑥ 精度80％コスト 8の監査手続を適用することに方針を転換する。
⑦ 監査人は22を下限として，経営者が提示する金額まで監査報酬額の引
き下げに応じる。
⑧ 経営者からの監査報酬額の提示が22に満たない場合には，自らの手続
の精度の低下，および経営者の財務諸表における重要な虚偽表示を招く
ため，この監査を受嘱しない。
2：低報酬額戦略
① 精度70％，コスト 6の監査手続を適用することを方針とする。
② 監査報酬額12を提示し，これが経営者に受け入れられればこれを受嘱
する。
③ もし経営者に受け入れられなければ，7までの監査報酬額の引き下げ
には応じる。
④ 自己の期待利得がマイナスとなるため，監査報酬額が 7を下回る場合
は受嘱しない。
監査人にとって自らの利得の最大化のためにはより多くの報酬額の提示を
行い, これを経営者が受け入れることがより好ましいのは当然であるように
思われるが，いづれの戦略においても，ある水準を超える監査報酬額の提示
は，経営者の財務諸表における重要な虚偽表示を招くため行うべきではない
という共通の結論が得られた。また，監査人がある水準に満たない報酬額の
提示を行うべきではない理由が明示的に示された｡
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｢2：低報酬額戦略｣ は，監査人側にクライアントの以前の期の内部統制の
有効性についての評価に関する情報の蓄積があれば可能なケースであり，む
しろ企業の内部統制の有効性を経営者に自己評価させ，これに依存して監査
コストの節約を図るスタイルの現代の監査は，経営者側に虚偽表示を自己抑
制させることを目指しており，この領域に属するのかもしれない。また別の
解釈として，低報酬で低精度の手続を提供してクライアントを獲得しようと
する姿はロー・ボーリングそのものであるともいうことができる。いずれに
せよ，監査人は監査報酬額の提示を通じて，自己の利得を確保しつつ，虚偽
表示を行わない方向にクライアントを誘導することが可能である。
おわりに
本稿では，期待利得の考え方を用いて，監査人が監査報酬額の提示と監査
業務受嘱の交渉において, どのような意思決定を行うことができるかを,
｢監査人の作業量が監査手続の精度を規定する｣ という前提のもとに，仮定
にもとづいて期待利得の値を具体的に計算することを通じて検討した。その
結果として, 監査手続の精度を保つために監査人が受け入れることのできる
監査報酬額の下限が存在した｡ また, 経営者による財務諸表の重要な虚偽表
示を誘発するため, 提示すべき監査報酬額には上限があった｡
このような枠組みにもとづいて検討した結果として，監査人の提示すべき
監査報酬額に上限があったことは，監査人が自らの利得の最大化を目指して
行動する際の一種の戒めとも解釈しうる。また本稿で提示した未確定な経営
者のタイプ（虚偽表示を行うか否か）を監査人が自ら提示する監査報酬額を
通じて誘導しうるという視点は，監査人にとって有益であろうと思われる。
本稿の設定は必ずしも現実の監査の状況を良好に描写しているとは限らな
いが，その基本的な考え方は, 監査人がタイプの不明な経営者と監査報酬額
を交渉する際に，自己の利益を確保しつつ自らの果たすべき役割を履行する
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ための考え方のひとつとして, 適用可能であると考える。本稿では，リスク
評価手続およびリスク対応手続に監査人が投入するコストは等しいものとい
う条件設定を行って検討したが，これを変化させることでさらに異なった知
見が得られる可能性がある。また，監査契約が繰り返し行われることによっ
て別の要素が加わることになる。これらに関しては稿を改めたい。
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